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全国に先駆けて中山間地域の過疎・高齢化が

深刻な問題となっていた島根県では�1975年の
｢新島根方式｣ 以来�集落営農の育成に取り組
んできた (田邊�2009)�その後�全国的な農村
の過疎化と農業従事者の高齢化が進む中で�集
落営農は平坦地域�中山間地域を問わず�わが
国の農業・農村を守る重要な担い手として位置

づけられている�島根県においては�2009年3
月末現在で569の集落営農組織が活動しており�
組織形態の分析や育成手法のマニュアル化も進

み�組織の活動内容�関係機関の支援体制は�
ともに一定の水準に達しようとしている�
しかし�近年の予想を上回る農産物価格の下

落や農村の高齢化の進行によって�県内の集落
営農組織においても規模や機能など�様々な面
で課題が顕在化しつつある�また�2007年に実
施された品目横断的経営安定対策への対応もあっ

て�特定農業法人や特定農業団体の育成を加速
度的に推進するにあたり�｢所得｣ や ｢専従者｣
など経営面が重視され�本来�集落営農が有し
ている ｢農地をはじめとする地域資源を管理し

ながら�農村社会を維持・活性化していく｣ と
いう視点が軽視されがちとなってきた�
こうした状況の中で�島根県では集落営農の

評価において�従来の評価軸である ｢経営発展

度｣ に�地域社会の維持や活性化に寄与する
｢地域貢献度｣ を加えて�集落営農が本来持っ
ている能力を総合的に評価する独自の集落営農

評価システム (以下�｢評価システム｣ という)
を確立し�｢地域貢献型集落営農｣ の育成に向
けた県単独事業の創設とともに�ソフト・ハー
ド両面から支援を行うこととなった�
そのため�島根県農業技術センターでは�島

根県農林水産部農業経営課を事務局とする ｢次

世代の集落営農の在り方研究会｣ に参画し�集
落営農の ｢経営発展度｣ と ｢地域貢献度｣ の数

値化に向けて�これまでの調査データなどをも
とに経営発展度指標と地域貢献度指標の原案を

作成した�そして�2008年に県内の62組織を対
象として�評価システムの試行調査を行った�
集落営農組織における経営発展度や地域貢献

度の算出は�全国に先駆けた取組であり�その
実態分析をもとに評価システムを改良し�客観
的評価指標の提示を行うことは�集落営農組織
を多方面から評価していく上で有効と考える�
このような観点から�集落営農組織の経営発

展度指標10項目と地域貢献度指標12項目に関

する実態分析を行うとともに�地域貢献度が比
較的高かった8事例を抽出し�地域貢献度に関
する具体的取組内容について詳細調査を行い�
若干の知見を得たので�ここに報告する�
この調査の実施に協力頂いた集落営農組織の
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代表者の方々をはじめ�地域担い手育成総合支
援協議会や農林振興センター農業普及部の担当

者各位に深く感謝の意を表する����������������������������������
島根県内の集落営農62組織 (特定農業法人

45�特定農業団体及び準ずる組織17) を対象と
して�2008年4月～6月に経営発展度指標10項
目と地域貢献度指標12項目に関する聞き取り

調査を実施し�評価値の算出を行った�調査の
実施にあたっては�島根県農業技術センターと
島根県農林水産部農業経営課担い手育成グルー

プが合同で調査表を作成し�各地域農業普及部
の担当者が組織の代表者と面談して調査表への

記入を行った�そして�調査結果の集計分析を
行い�項目ごとの特徴や�地帯別・経過年数別
の傾向などを検討した�
本調査での経営発展度指標10項目の配点は�

1～5点の合計 50点満点として経営発展度の評

価値を算出した�また�地域貢献度指標12項目
の配点は�7項目を1～5点�5項目を1～3点の
合計 50点満点として地域貢献度の評価値を算

出した�このうち�経営発展度については�補
足調査を含めて実績値が把握できた経過年数5

年以上の20事例のデータも参考にしながら�
項目別得点分布状況の偏りの是正に向けて�評
価区分の見直しを行った��������������������������
集落営農の経営発展度と地域貢献度の評価シ

ステムに関する試行調査結果をもとに�地域貢
献度が比較的高かった 8事例を対象として�
2009年1月～3月に具体的取組内容について組

織の代表者から直接聞き取り調査を行った�詳
細調査を行った8事例は�いずれも中山間地域
にある農事組合法人であり�農地維持・経済維
持・生活維持・人材維持などに関する12項目

の取組実態を明らかにするとともに�今後の展
開方向についても検討した�また�地域貢献度
については�試行調査結果と8事例の取組実態
を参考に�評価区分の見直しを行った�

���������������������������������������������������������
今回の試行調査で用いた集落営農組織におけ

る経営発展度の評価項目は�表1のとおりであ
る�これらは�集落営農型法人における経営分
析指標 (竹山�2007) をはじめとする本報に至
る様々な調査結果に基づいて設定した�10項目
の配点はそれぞれ1～5点の合計 50点満点とし

た�そして�調査した62組織における経営発展
度の合計点は平均27�7点であった�
集落営農評価システムにおける経営発展度の

項目別得点分布状況は�表2のとおりであるが�
項目別の得点区分は過去の調査データを参考に�
得点ごとの偏りが小さく�できるだけ均等分布
になるように配慮して設定した�
｢①経営面積 (作業受託面積：基幹3作業平

均を含む)｣ についてみると�品目横断的経営
安定対策 (2007) での基準面積20��以上の組織
は23組織 (37％) で�このうち18組織は平坦地
に集中している�
｢②10�当り売上高 (水稲・大豆・野菜・農

産加工品などの販売額に作業受託料収入を加え

た金額)｣ については�8万円未満の組織が63％
を占めたが�15万円以上の4組織では経営発展
度の合計点が特に高く�構成員還元率・総資本
回転率・経営多角化度合いなども総じて高い傾

向がみられる�
｢③10�当り総収入 (売上高と営業外収入の

合計金額)｣ については�15万円以上が14組織
であり�売上高15万円以上の4組織に比べて大
幅に増えており�産地づくり交付金など営業外
収入のウエイトが高いことを示している�
｢④10�当り構成員還元額 (地代・畦畔管理

手当・従事分量配当・労務費・役員報酬などの

合計金額)｣ については�3万円未満が 23組織
で37％を占めているが�6万円以上も6組織あ
り�この6組織のうち4組織の10�当り総収入
は18万円以上であった�
｢⑤構成員還元率 (構成員還元額÷総収入)｣

については�指標値 (36％) を上回ったのが合
計25組織であり�このうち構成員還元率40％
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以上の16組織における経営発展度の合計点は�
比較的高い傾向がみられる�
｢⑥売上高営業利益率 (営業利益÷売上高)｣

については�▲5％未満が30組織 (48％) と多

かったのに対し�5％以上も18組織 (29％) あ

り�両極分離の傾向がみられる�売上高営業利
益率が5％以上の18組織における経営発展度の

合計点は�総平均を若干上回る程度であった�
｢⑦総資本回転率 (売上高÷総資本)｣ につい

ては�指標値 (0�8～1�1回) を上回ったのが合
計31組織 (50％) であり�このうち総資本回転

率1�1回以上の15組織における経営発展度の合
計点は�比較的高い傾向がみられる�
｢⑧自己資本比率 (自己資本÷総資本)｣ につ

いては�指標値 (40～60％) を上回ったのが過

半数の35組織であったが�30％未満も21組織
と多かった�
｢⑨オペレーターの時間給 (一般作業と同一

としている場合はその時間給)｣ については�
1�000円以上1�400円未満が合計39組織 (63％)

と多く�1�400円以上は8組織 (13％) のみであっ
たが�この8組織における経営発展度の合計点

竹山・山本�集落営農組織における経営発展度と地域貢献度の評価システムに関する研究 �
表1 集落営農評価システムにおける経営発展度の評価値

表2 集落営農評価システムにおける経営発展度指標の項目別得点分布状況



は�総平均を若干上回る程度であった�
｢⑩経営多角化度合い (水稲作以外の売上高

比率)｣ については�10％未満が合計33組織で
過半を占めているが�30％以上も合計13組織
みられる�このうち経営多角化度合い50％以
上の6組織における経営発展度の合計点は�比
較的高い傾向がみられる�����������������������
今回の試行調査で用いた集落営農組織におけ

る地域貢献度の評価項目は�表3のとおりであ
る�このうち�①～③は農地維持に�④～⑥は
経済維持に�⑦～⑨は生活維持に�⑩～⑫は人
材維持につながる項目である�これらの評価項
目については�集落営農型法人の機能と役割
(竹山�2000) をはじめとする本報に至る様々
な調査結果や�外部指標を用いた地域評価法の
研究事例 (小泉�2000) などを参考に設定した�
これら12項目のうち①・④・⑤・⑥・⑦・⑨・

⑪の7項目の配点を1～5点とし�残り5項目の
配点を1～3点の合計50点満点とした�そして�
調査した62組織における地域貢献度の合計点

は平均32�8点であった�
集落営農評価システムにおける地域貢献度の

項目別得点分布状況は�表4のとおりであり�
農地維持�経済維持�生活維持�人材維持に関
する取組概要は以下のとおりであった���������������
｢①耕作放棄地低減機能 (耕境外を除いた耕

作放棄地率)｣ は�ゼロまたは5％未満が 95％
に達しており�調査対象の62組織すべてが県
平均の18％を下回っている�集落営農組織に
よる農地維持機能は非常に高いといえる�
｢②耕作放棄防止機能 (所有者や耕作者がい

なくなった農地の耕作放棄の防止に向けたシス

テム確立の有無)｣ は�有りが 87％を占め�管
理手当支給など対応可能な構成員への再委託に

よる畦畔除草や�年間数回のトラクター耕起作
業などが行われている�
｢③限界集落農地維持機能 (高齢化率50％以

上の限界集落での受託の有無)｣ は�有りが 45
％であり�該当の28組織のうち18組織が県西
部にあり�特に高齢化が深刻な県西部の集落営
農組織において限界集落からの受託の多さが目

立っている�

��������������
｢④雇用創出機能 (施設園芸・露地野菜・大

豆・農産加工など水稲作以外の売上高)｣ は�
20万円未満が 32％と最も多いのに対し�500万
円以上も21％みられる�
｢⑤農業継続支援機能 (継続支援項目数)｣ は�

3項目以上が合計40％であり�このうち4項目
以上の16組織における地域貢献度の合計点は

総じて高く�水稲・野菜での機械作業をはじめ�
堆肥散布�稲わら収集結束サービス�生産資材
一括購入などがみられる�
｢⑥エコロジー農業実施機能 (環境にやさし

い有機無農薬米�エコロジー米�エコロジー野
菜などの作付面積比率)｣ は�ゼロが 23組織
(37％) あるのに対し�50％以上も20組織 (32

％) と多く�両極分離の傾向がみられる���������������
｢⑦集落活動活性化機能 (収穫祭・体験農園・

都市交流・伝統行事などの開催回数)｣ は�2～
3回が 40％を占め�6回以上は11％のみである
が�6回以上に該当する7組織の地域貢献度の
合計点は特に高い傾向がみられる�
｢⑧高齢者の生活利便機能 (除雪作業・外出

支援等取組の有無)｣ は�有りが13％にとどまっ
たが�この8組織の地域貢献度の合計点は総じ
て高い傾向がみられる�
｢⑨居住空間維持機能 (鳥獣害防止等活動数)｣

は�4項目以上が 53％に達しており�電気牧柵
の設置をはじめ�水路維持�農道管理�環境美
化などの取組がみられる���������������
｢⑩集落の担い手確保機能 (��ターン者の有

無)｣ は�有りが 32％であり�この20組織の地
域貢献度の合計点は比較的高く�該当の6割は
高齢化が深刻な県西部の組織である�
｢⑪オペレーター育成機能 (新たなオペレー

ター育成数)｣ は�3人以上が 31％とやや多く�
この19組織の地域貢献度の合計点は比較的高

い傾向がみられる�
｢⑫人材補完機能 (補完的作業支援システム

の有無)｣ は�有りが 56％であり�不在地主の
農地の草刈支援をはじめ�野菜栽培や農産加工
での補助的作業など様々な場面での作業支援に

向けて�高齢農業者や女性農業者�地域内の非
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農業者などを含めた人材バンクや支援システム

を構築している���������������������������
地帯別の経営発展度については�表5のとお

りであり�総平均27�7点に対し�中山間地域が
平均28�3点となり�平坦地域の27�0点をやや上
回った�これを項目別にみると�10�当り売上高�
10�当り総収入�構成員還元率�売上高営業利
益率�自己資本比率などでは中山間地域が高く�
特に10�当り売上高12万円以上はすべて中山間
地の組織であった�一方�経営面積�総資本回
転率�経営多角化度合いなどは平坦地域の方が
高く�経営面積20��以上の組織が多い平坦地域
においては�規模の経済性によって総資本回転
率が高まっていると見込まれる�なお�中山間
地域における経営面積20��以上の組織はわず
か13�9％であった�また�10�当り構成員還元
額やオペレーター時間給は�ほぼ同一水準であっ
たが�中山間地域では両項目とも上下の開きが
やや大きく�両極分離の傾向がみられた�

地帯別の地域貢献度については�総平均32�8
点に対し�中山間地域が平均34�7点となり�平
坦地域の30�2点を大きく上回った�項目別にみ
ると�経済維持の項目のうち農業継続支援とエ
コロジー農業実施では中山間地域が大きく上回

り�特にエコロジー米生産による高付加価値化
を中心とするエコロジー農業作付面積率50％

以上の20組織のうち19組織は中山間地域に位

置している�また�生活維持の項目では�いず
れも中山間地域が高く�特に居住空間維持の活
動数が多いのが目立っている�人材維持の項目
では�オペレーター育成が同水準であったもの
の�担い手確保と人材補完では中山間地域が大
きく上回った�
経過年数別の経営発展度については�表6の

とおりであり�5年未満の組織が平均23�6点に
とどまったのに対し�5～9年の組織が 28�5点�
10年以上の組織が28�8点となり�5年以上では
ほぼ同水準であった�これを項目別にみると�
5～9年の組織では10�当り構成員還元額と経
営多角化度合いが比較的高く�10年以上の組織
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では自己資本比率の高さが目立っている�また�
構成員還元率と総資本回転率は�5年以上では
ほぼ同水準であった�なお�経営面積とオペレー
ター時間給については�経過年数による格差は
小さく�ほぼ同水準であったが�5年未満の組
織でのオペレーター時間給は1�000円未満の比
率がやや高かった�
経過年数別の地域貢献度については�5年未

満が 27�9点�5～9年が 32�2点であったのに対
し�10年以上の組織では34�9点に達しており�
経過年数とともに高まる傾向が明らかとなった�
これを項目別にみると�農地維持�経済維持�
生活維持�人材維持の4機能とも10年以上の組
織が最も高くなっており�特に人材維持の項目
での得点差が大きく�担い手確保やオペレーター
育成が進んでいる傾向がみられた�農地維持の
項目では�5年未満と10年以上の得点差は比較
的小さかったが�10年以上では耕作放棄防止シ
ステムの確立が進んでいる�また�10年以上の
組織においては�経済維持の項目ではエコロジー
農業実施�生活維持の項目では高齢者生活利便

の取組実績が顕著であった�
集落営農組織の経営発展度を経過年数別にみ

ると�前述のとおり5年以上でほぼ一定水準に
達することが明らかとなった�そこで�集落営
農の評価システムに関する試行調査と補足調査

を含めて経営発展度の実績値が把握できた経過

年数5年以上の20事例のデータをもとに�経営
発展度の具体的数値の集計を行った�経過年数
5年以上の20事例における経営発展度の実績値

は�表7のとおりである�
10�当り売上高の実績値は平均88�671円であっ
たが�調査事例の50％が評価値1点の ｢8万円
未満｣ であり�特に平坦地域では経過年数5年
以上の組織のみでも平均75�410円にとどまって
おり�評価区分の見直しが必要であるといえる�
10�当り構成員還元額の実績値は平均41�367

円であったが�評価値1点の ｢3万円未満｣ と評
価値2点の ｢3万円以上4万円未満｣ とで65％

を占めており�評価値5点の ｢6万円以上｣ は10
％にとどまっており�評価区分の見直しが必要
であるといえる�
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表6 経過年数別集落営農評価システム評価値



構成員還元率の実績値は平均34�7％であっ
たが�評価値1点の ｢30％未満｣ が35％を占め�
特に平坦地域では経過年数5年以上の組織のみ

でも平均32�2％にとどまっており�評価区分の
見直しが必要であるといえる�
売上高営業利益率の実績値は平均▲0�9％で

あったが�評価値1点の ｢▲5％未満｣ が45％
を占め�特に平坦地域では経過年数5年以上の
組織のみでも平均▲16�9％と低く�評価区分の
見直しが必要であるといえる�
自己資本比率の実績値は平均54�3％であり�

評価値1点の ｢30％未満｣ は15％と少なく�経
過年数5年以上の組織のみでみると自己資本比

率が高まる傾向がみられた�������������������������������������������������
集落営農組織の地域貢献度指標に関する詳細

調査を行った8事例の概要は�表8のとおりで
あり�いずれも中山間地域にある農事組合法人
である�法人の経営面積は�ほぼ10～20��規
模の平均14�1��であり�法人の前身である任意
組織を含めた設立後経過年数は�10年以上が

5法人�5～9年が2法人�5年未満が1法人であっ
た�法人の経営類型は�協業経営型が7法人�
作業受託型が1法人であった�8法人における
地域貢献度の合計点は平均43�9点と高く�62組
織を対象とした県平均32�8点を大きく上回って
いる�一方�経営発展度の合計点は平均28�6点
であり�県平均27�7点とほぼ同水準であった�
地域貢献度を項目ごとに県平均 (62組織平

均) と比較すると�表9のとおりであり�詳細
調査を行った8法人では�集落活動活性化�高
齢者の生活利便�居住空間維持など生活維持に
関する機能の評価値が特に高くなっている�������������������������������������
①耕作放棄地低減機能

耕境外を除いた耕作放棄地率で評価した耕作

放棄地低減機能については�表10のとおりで
あり�詳細調査を行った8法人の耕作放棄地率
はいずれも0％であった�8法人のうち6法人は
未整備田を抱えているが�未整備田の一部を中
山間直接支払の対象とせずに耕境外としている

のは1法人のみであり�3法人はレンゲ植栽�ト
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表7 経過年数5年以上の20事例における経営発展度の実績値

表8 調査対象組織の概要(2008年)



ラクター耕起�草刈などによる保全管理を行い�
1法人が果樹 (梅) の植栽�1法人が水稲の作付
を行っている�
②耕作放棄防止機能

耕作放棄防止に向けたシステム確立の有無と

取組内容については�表11のとおりであり�詳
細調査を行った8法人ではいずれも耕作放棄防

止システムが確立している�8法人では�いず
れも組合員自らが畦畔除草に対応できない農地

を抱えており�5法人では管理手当を支払って
対応可能な組合員へ再委託している�また�
2法人では時間給を支払って畦畔除草を行って

いるが�このうち1法人は法人直営分の時間給
と管理手当による再委託を併用している�一方�
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表9 集落営農評価システムにおける地域貢献度の評価値の比較

表10 法人別耕作放棄地率と未整備田の概要

表11 法人別の耕作放棄防止システムと取組内容



組合員17戸中6戸が畦畔除草に対応できない�法人では�対応可能な11戸に担当水田を割り
当てて�面積割＋収量加算で従事分量配当を行っ
ている�さらに��法人ではシルバー人材セン
ターへの外部委託を含めて法人直営で畦畔除草

に対応している�
組合員への再委託での管理手当水準は�畦畔

除草＋水管理が10�当り6�000円～11�000円で
平均8�095円 (うち畦畔除草4�928円) であり�
これに除草剤・追肥散布が加わる事例では10�
当り20�000円としている�また�時間給による
畦畔除草事例での給与水準は時給 850 円～

1�000円であった�なお�耕作放棄防止に向け
て��法人では集落内水田47�を法人が所有し
ているほか��法人では個人のため池70�を法
人へ所有権移転している�
③限界集落農地維持機能

限界集落における利用権設定や農作業受託な

どの有無によって評価した限界集落農地維持機

能については�表12のとおりであり�詳細調査
を行った8法人のうち5法人が高齢化率50％以

上の限界集落から受託を行っている�限界集落
からの受託がある5法人のうち3法人が利用権

設定�2法人が作業受託を行っており�利用権
設定を行っている法人の中には�地主が畦畔除
草・水管理に対応できない場合は地代をゼロに

している事例もみられる�なお�8法人の地元
集落の高齢化率は35％～59％までかなり幅が

あるが�複数集落の場合は集落ごとのバラツキ
も大きい�������������
④雇用創出機能

水稲作以外の部門の売上高でみた雇用創出機

能については�表13のとおりであり�詳細調査
を行った8法人のうち500万円以上が1法人�
300万円以上500万円未満が2法人�100万円以
上300万円未満が3法人などであった�水稲作
以外の部門の取組内容をみると�農産加工中心
が 3法人�野菜生産中心が 2法人などであった
が�大豆生産には4法人が取り組んでおり�複
数部門への取組事例が目立っている�
露地野菜生産や農産加工部門では女性グルー

プの活躍が目立っており�集落営農によって新
たな雇用の場が創出されているといえる�また�
取組部門が最も多い�法人では�花苗やキノコ
生産のほか�構成員が所有する畑の耕起作業や
家の周りの雑木処理などの役務作業にも取り組

んでいる�
⑤農業継続支援機能

農業継続に向けて集落営農組織が行う支援項

目数と支援内容については�表14のとおりで
あり�支援項目数は詳細調査を行った8法人の
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表12 限界集落からの受託の有無と高齢化状況

表13 水稲作以外の売上高でみた雇用創出機能と取組内容



うち3法人が4項目以上であった�農業継続に
向けた支援内容については�水稲や大豆の機械
作業をはじめ�家庭菜園や女性グループによる
野菜作りでの耕起畝立作業などが多くみられる�
また�肥料などの資材一括購入や堆肥散布のほ
か�畜産農家への稲わら収集結束サービスや�
高齢者の労働力活用に向けた野菜ハウスの設置

事例などもみられる�
⑥エコロジー農業実施機能

環境にやさしい有機無農薬米やエコロジー米

などの作付面積比率によって評価したエコロジー

農業実施比率については�表15のとおり詳細
調査を行った8法人のうち5法人が50％以上で

あり�このうち2法人の水稲はすべてエコロジー
米であった�エコロジー米の生産はコシヒカリ
が中心であるが��法人では次年度からきぬむ
すめもエコロジー米とし�全量エコロジー米と

する予定である�また��法人と�法人の作付
面積率は今のところ10％台であるが�次年度以
降エコロジー米の面積を現状の1�5～2�3倍に
増やす予定である�������������
⑦集落活動活性化機能

集落での行事や体験・交流イベントなどの年

間開催回数で評価した集落活動活性化機能につ

いては�表16のとおりであり�詳細調査を行っ
た8法人のうち7法人が6回以上であり�残り
1法人も年間5回と多かった�また�3法人では
開催回数が特に多く�いずれも10回を超えて
いる�主な活動内容は�泥落しや収穫祭など季
節作業の区切りの慰労会をはじめ�都会からの
帰省者を含めた盆行事や夏祭りなど�集落や自
治会での行事が数多くみられる�また�体験農
園や都市交流の取組も多くみられ�8法人中6
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表14 農業継続に向けた支援項目数と支援内容

表15 法人別のエコロジー農業実施状況

表16 集落活動の開催回数と主な活動内容



法人が小学生や都市住民などの受入を行ってお

り�国際交流キャンプや田舎ツーリズムの動き
もある�さらに�神楽・花田植・田植ばやしな
どの伝統行事や景観美化活動などにも複数の法

人が取り組んでいる�
⑧高齢者の生活利便機能

高齢者世帯の除雪作業など高齢者の生活利便

の向上をめざす取組活動の有無については�
表17のとおりであり�詳細調査を行った8法人
のうち4法人が既に取組を開始している�高齢
者の生活利便の向上に向けた取組内容は�屋根
の雪おろしや各戸への進入路の除雪作業が最も

多く�3法人で実施されている�また��法人で
は高齢者の家の周りの雑木伐採を役務作業とし

て実施している�その他では�周辺集落との協
働によるミニデイサービスの取組もみられる�
一方�今のところ高齢者の生活利便活動を行っ
ていない4法人のうち2法人は�高齢者世帯へ
の生活物資配送や外出支援などの実施に向けて

検討中であった�
⑨居住空間維持機能

鳥獣害防止や水路の維持清掃など居住空間と

しての満足度を維持するための取組活動数で評

価した居住空間維持機能については�表18の

とおりであり�詳細調査を行った8法人の活動
項目数はいずれも4項目以上であった�居住空
間維持に向けた活動内容については�鳥獣害対
策�水路維持�農道管理�環境美化の4項目が
多くみられる�このうち�鳥獣害対策では8法
人のうち7法人が電気牧柵やイノシシ用ネット・

トタン・防護柵・檻などを設置している�また�
環境美化の取組では�サクラ・サザンカ・アジ
サイ・ツツジなどの花木植栽後の草刈や手入れ

の他�花壇設置や景観作物の栽培などがみられ
る�その他では�集落内の公園管理�倒木処理�
道路陰切り�農道法面対策としての防草シート
やグランドカバープランツ植栽などの取組もみ

られる�������������
⑩集落の担い手確保機能

集落営農組織設立後の��ターン者の有無に
よって評価した集落の担い手確保機能について

は�表19のとおりであり�詳細調査を行った
8法人のうち6法人が�ターン者や�ターン者を
受け入れている�この6法人における�ターン
と�ターンの内訳についてみると��ターンの
みが3法人��ターンと�ターンの両方が3法人
である�このうち��ターンについては�県内
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表17 高齢者の生活利便活動の有無と取組内容

表18 居住空間維持に向けた活動項目数と取組内容



からと県外からの両方があり�地元への�ター
ン後に就農した2事例をはじめ�法人に就職し
た事例や�県外からの�ターン後に法人の役員
となっている事例などがみられる�一方��ター
ンについては�法人の組合員となって就農した
事例や研修生となっている事例などがみられる�
なお���ターン者を受け入れている6法人のう
ち5法人については�法人の前身である任意組
織を含めて組織設立後10年以上が経過してお

り�設立後の年数の経過に伴って担い手確保機
能が高まっているといえる�
⑪オペレーター育成機能

集落営農組織設立後の新たなオペレーターの

育成数で評価したオペレーター育成機能につい

ては�表20のとおりであり�詳細調査を行った
8法人のうち7法人が3名以上であり�残り1法
人も2名育成している�8法人における組織設立
後の新たなオペレーター育成数は平均4�0名で
あり�これに設立時点で既に確保されていた中
核的オペレーターを加えると平均4�9名となる�
オペレーターの対応可能年齢についてみると�

70歳以上の中核的オペレーター6名の年齢は�
若い順に72歳�73歳�74歳�75歳�75歳�80歳
であり�75歳までが大部分を占め�75歳の2名

については�後継オペレーターへ譲る方向となっ
ているが�80歳のオペレーターについては現役
続行の見込みである�一方�オペレーターを既
に引退した4法人の6名について�リタイアし
た時の年齢をみると�若い順に70歳�74歳�
75歳�75歳�77歳�77歳で�平均74�7歳であり�
ほぼ75歳ぐらいが引退の目安となっている�
⑫人材補完機能

不在地主の農地の草刈支援をはじめ�野菜栽
培や農産加工での補助的作業など様々な場面で

の補助的作業支援システムの有無によって評価

した人材補完機能については�表21のとおり
であり�詳細調査を行った8法人では�いずれ
も補助的作業支援システムを有している�
人材補完機能の概要については�8法人とも

不在地主や高齢化による草刈困難な農地を抱え

ており�対応可能な組合員が作業を分担してい
るが�高齢・不在地主の比率が高い�法人では
不在地主の資産管理問題が深刻化し�法人によ
る農地購入も有り得る状況 (竹山�2010) となっ
ている�また�組合員のみで対応できない部分
については��法人のようにシルバー人材セン
ターを活用している事例もみられる�さらに��法人では�土建業者へ委託すれば 10�当り
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表19 集落の担い手確保に向けた��ターン者の有無と概況
表20 組織設立後のオペレーター育成数と関連事項



20�000円かかる畦畔除草作業を10�当り5�000
円で6��分をまとめて�ターン者へ再委託して
いる�
野菜栽培や農産加工については�8法人のう

ち7法人で取組がみられ�女性グループを中心
に補助的な出役を確保するシステムができてい

る�また�出役の確保に向けて�作物別分担制
による出役の呼びかけ事例や�シルバー人材セ
ンターの活用事例もみられる�
集落営農組織における経営発展度と地域貢献

度の数値化に向けて�経営発展度指標と地域貢
献度指標を作成し�評価システムの試行調査を
行った�その結果�中山間地域の組織では経営
発展度�地域貢献度とも平坦地域の組織に比べ
て高く�特に中山間地域では地域貢献度が高い
ことが明らかとなった�また�組織設立後の経

過年数別にみると�経営発展度は5～9年の組
織でも10年以上の組織とほぼ同水準に達して

いるのに対し�地域貢献度は年数の経過に伴っ
て高まり10年以上が最も高くなる傾向がみら

れた�
経営発展度や地域貢献度の項目別得点分布状

況をみると�項目によっては得点分布の偏りが
大きく�評価区分の修正が必要な項目もみられ
た�そのため�経営発展度については�実績値が
把握できた経過年数5年以上の20事例のデータ

も加味して評価区分を見直し�地域貢献度につ
いては�詳細調査した8事例の取組実態も加味
して評価区分の見直し案を提示することとした�
集落営農評価システムにおける経営発展度指

標の評価区分見直し案は�表22のとおりである�
10�当り売上高については�経過年数5年以上
の組織でも評価値1点の ｢8万円未満｣ が半数以

上を占めていたため�評価区分の1点を ｢6万
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表21 補助的作業支援システムの有無と人材補完機能の概要

表22 集落営農評価システムにおける経営発展度指標の評価区分見直し案



円未満｣�2点を ｢6万円以上9万円未満｣�3点
を ｢9万円以上12万円未満｣ に下方修正する�
10�当り構成員還元額については�評価値1点
の ｢3万円未満｣ と2点の ｢3万円以上4万円｣

とで65％を占めていたため�評価区分の1～5
点まで1万円ずつ下方修正し�1点は ｢2万円未
満｣�5点は ｢5万円以上｣ とする�
構成員還元率については�経過年数5年以上

の組織でも評価値1点の ｢30％未満｣ が35％を

占めていたたため�評価区分の1点を ｢28％未
満｣�2点を ｢28％以上32％未満｣�3点を ｢32％
以上36％未満｣ に下方修正する�
売上高営業利益率については�経過年数5年
以上の組織でも評価値1点の ｢▲5％未満｣ が

45％を占めていたため�評価区分の1点を ｢▲
10％未満｣�2点を ｢▲10％以上▲5％未満｣�
3点を ｢▲5％以上0％未満｣ に下方修正する�
集落営農評価システムにおける地域貢献度指

標の評価区分見直し案は�表23のとおりである�
雇用創出機能については�評価値1点の ｢20

万円未満｣ が32％を占め�詳細調査を行った
8事例の中にも ｢20万円未満｣ の組織がみられ

たため�評価区分の1点を ｢10万円未満｣�2点
を ｢10万円以上100万円未満｣ に下方修正する�
居住空間維持機能については�評価値5点の
｢4項目以上｣ が53％を占め�詳細調査を行った
8事例ではすべて ｢4項目以上｣ であったため�
評価区分の5点を ｢5項目以上｣�4点を ｢4項目｣�
3点を ｢3項目｣�2点を ｢1～2項目｣ に上方修正
する�

地域貢献度に関する詳細調査を行った8法人

では�集落活動活性化機能�高齢者の生活利便
機能�居住空間維持機能など生活維持に係る取
組において評価値が特に高くなっており�今後
のモデルケースとなるような活動内容が数多く

みられた�
集落での行事や体験・交流イベントなどの年

間開催回数で評価した集落活動活性化機能につ

いては�開催回数が多い組織では地域貢献度が
特に高くなる傾向がみられた�森本 (2009) は�
集落営農は集落の農業生産性を高め�農地を守
るだけではなく�地域環境を守り�地域を活性
化するための取組であることを指摘しているが�
集落活動活性化への取組は�地域貢献度の向上
に大きな役割を果たしているといえる�また�
楠本 (2006) は�集落に居住している農家だけ
を構成員に限定せず�他出してしまった子弟や
集落出身者にも集落を支えるメンバーになって

もらうことを提唱しているが�都会からの帰省
客を含めた盆行事や夏祭りを開催している集落

の中には�既に�ターン者を確保している事例
もみられ�幅広い集落活動活性化の取組が人材
維持にもつながっているといえる�
高齢者の生活利便機能については�除雪作業
や家の周りの雑木伐採�直売所を活用した生活
必需品の販売や外出支援などが既に行われてい

るが�これらに加えて�今後期待される食事宅
配や生活物資配送などの業務は�農事組合法人
の場合�農業協同組合法の事業要件 (第72条の

8�農業の経営及び付帯事業) に抵触する (竹
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表23 集落営農評価システムにおける地域貢献度指標の評価区分見直し案



山�2009) ことが懸念される�県内の集落営農
型法人のうち農事組合法人が大部分を占める中

で�今後�早急な農業協同組合法の事業要件の
緩和�あるいは農村機能が低下した地域におけ
る特区の設定などが強く望まれる�
居住空間維持機能については�電気牧柵の設

置による鳥獣害防止対策�水路維持�農道管理�
環境美化などのほか�集落内の公園管理�倒木
処理�道路陰切り�農道法面対策としての防草
シートやグランドカバープランツ植栽などの様々

な取組がみられた�金子 (2006) は�集落営農
は�定住環境を維持するために必要であるとい
う集落構成員の総意の中で設立されていること

を指摘しているが�居住空間を維持するための
取組活動数の多さは�本来�集落営農が有して
いる地域社会の担い手としての役割の大きさを

示すものであるといえる�
島根県の中山間地域にある集落営農組織の経

営面積は平均15��程度であり�今回の調査対
象とした62組織のうち�中山間地域の36組織
の中で�経営面積20��以上の組織はわずか13�9
％にとどまっている�しかしながら�中山間地
域の集落営農は�農地の維持に限らず�高齢者・
女性の雇用先の確保や��ターン者の受け皿�
生活機能の維持など�様々な期待が寄せられる
地域社会の担い手としての側面を有している�
その意味では�農林水産省で検討されている
｢地域マネジメント法人｣ の一形態として位置

づけることが可能であろう�
地域貢献型集落営農においては�耕作放棄防

止に向けて集落内の水田やため池を個人から法

人へ所有権移転した事例がみられるほか�不在
地主の資産管理問題も顕在化しつつある中で�
地域社会の担い手としての役割は�今後さらに
高まると見込まれる�そのため�今後の集落営
農に対する支援策を検討する上では�従来の
｢地域農業の担い手｣ としての視点のみではな

く�｢地域社会の担い手｣ として捉え�農業分野�
農外分野を問わず�地域の維持・活性化のため
の幅広い取組を支援すべきであると考えられる�
集落営農組織における経営発展度と地域貢献

度の評価システムを創設し�経営発展度指標10

項目と地域貢献度指標12項目に関する実態分

析を行った�
１. 経営発展度の評価指標は�①経営面積�②
10�当り売上高�③10�当り総収入�④10�当
り構成員還元額�⑤構成員還元率�⑥売上高
営業利益率�⑦総資本回転率�⑧自己資本比
率�⑨オペレーター時間給�⑩経営多角化度
合いの10項目とした�

２. 地域貢献度の評価指標は�①耕作放棄地低
減�②耕作放棄防止�③限界集落農地維持�
④雇用創出�⑤農業継続支援�⑥エコロジー
農業実施�⑦集落活動活性化�⑧高齢者の生
活利便�⑨居住空間維持�⑩集落の担い手確
保�⑪オペレーター育成�⑫人材補完の12項
目とした�

３. 評価システムの試行調査結果は�経営発展
度が 50点満点として平均27�7点�地域貢献度
が 50点満点として平均32�8点であり�地帯別
の地域貢献度は中山間地域が 34�7点となり�
平坦地域の30�2点を大きく上回った�

４. 組織設立後の経過年数別にみると�経営発
展度は5年以上でほぼ一定水準に達している

のに対し�地域貢献度は年数の経過に伴って
高まり10年以上が最も高くなっていた�

５. 地域貢献度が高い組織では�⑦集落活動活
性化�⑧高齢者の生活利便�⑨居住空間維持
など生活維持に係る機能の評価値が特に高い

傾向がみられた�
６. 高齢者の生活利便機能の向上をめざす取組

を拡大していくためには�農業協同組合法の
事業要件の緩和�あるいは農村機能が低下し
た地域における特区の設定が必要である�

７. 地域貢献型集落営農は�不在地主の資産管
理問題も顕在化しつつある中で�地域農業の
担い手としての役割に加え�地域社会の担い
手としての役割も大きくなってきており�
｢地域マネージメント法人｣の一形態としての

位置づけも可能である�
金子いづみ (2006) 集落営農の労働力構成�日
本の農業あすへの歩み238�122�136�

小泉 健 (2000) 外部指標を活用した農業農村

整備の評価と地域評価法に関する研究�農業
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